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１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 15年 9月中間期 43,552 9.8 2,037 21.0 2,555 25.2 
 14年 9月中間期 39,648 △ 0.9 1,684 56.1 2,040 45.6 
 15年 3月期 84,290 4,108 4,780

中間(当期)純利益 １株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円　銭
 15年 9月中間期 1,824 21.6 9.01
 14年 9月中間期 1,500 63.7 7.25
 15年 3月期 1,603 7.68
(注)①期中平均株式数
　　　  15年 9月中間期 202,524,802 株　 14年 9月中間期 206,851,552 株　 15年 3月期 205,026,480 株
　　②会計処理の方法の変更　　 無
　　③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭
 15年 9月中間期 3.00 　　―――
 14年 9月中間期 3.00 　　―――
 15年 3月期 　　――― 6.00

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭
 15年 9月中間期 155,798 60,884 39.1 303.28
 14年 9月中間期 147,397 58,376 39.6 285.83
 15年 3月期 148,596 56,735 38.2 279.59
(注)①期末発行済株式数
　　　  15年 9月中間期 200,754,145 株　 14年 9月中間期 204,232,089 株　 15年 3月期 202,825,587 株
　　②期末自己株式数
　　　  15年 9月中間期   4,299,506 株　 14年 9月中間期   4,418,562 株　 15年 3月期   2,228,064 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日 ）
　 １株当たり年間配当金

期　末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通　期 90,000 5,300 3,200 3.00 6.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　15円 94銭

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
　　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の８ページをご参照ください。

売上高 経常利益 当期純利益



１．個別財務諸表等

（１）貸借対照表（借方）
( 単位：百万円 )

期　別　 当中間期 前年中間期 前　　期

平成15年9月30日 平成14年9月30日 平成15年3月31日

　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

流　動　資　産   ％   ％   ％

現 金 及 び 預 金  ４,３２１  ５,２９２  ７,３３１ 

受 取 手 形  ６９１  ７３９  ７５２ 

売 掛 金  ２１,３３２  １９,３２０  ２０,４８４ 

た な 卸 資 産  １２,４３２  １２,８９５  １２,３０４ 

繰 延 税 金 資 産  １,５５０  １,３０６  １,３８１ 

短 期 貸 付 金  １４,５８９  １１,４１８  １２,２３１ 

未 収 入 金  ６６０  ７３７  ７５０ 

そ の 他 の 流 動 資 産  １,３８９  ９５９  ８７６ 

貸 倒 引 当 金   △ １０７   △ ９２   △ １１８ 

流 動 資 産 合 計  ５６,８５８ 36.5  ５２,５７７ 35.7  ５５,９９４ 37.7 

固　定　資　産       

有 形 固 定 資 産       

建 物  ９,８８９  １０,８９５  １０,８３１ 

機 械 及 び 装 置  ７,５９５  ８,３０３  ８,０７６ 

土 地  １１,７０５  １２,１３４  １２,１０８ 

建 設 仮 勘 定  ７,０８２  １,３２５  ３,３１１ 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  ４,２２０  ４,５４０  ４,３９２ 

有 形 固 定 資 産 合 計  ４０,４９３ 26.0  ３７,１９９ 25.2  ３８,７２０ 26.1 

無 形 固 定 資 産  ６０８ 0.4  ５６２ 0.4  ６５９ 0.4 

投資その他の資産       

投 資 有 価 証 券  ５０,５６３  ４８,０４０  ４３,９５５ 

長 期 貸 付 金  ３,３３０  ５,８６２  ５,４０８ 

前 払 年 金 費 用  ２,７７９  １,４８２  ２,５２３ 

そ の 他 の 投 資  １,２６６  １,６６９  １,４４９ 

貸 倒 引 当 金   △ １０２   △ ４   △ １１３ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  ５７,８３７ 37.1  ５７,０４９ 38.7  ５３,２２２ 35.8 

固 定 資 産 合 計  ９８,９３９ 63.5  ９４,８１１ 64.3  ９２,６０２ 62.3 

繰　延　資　産  ― ―  ８ 0.0  ― ― 

資　産　合　計  １５５,７９８ 100.0  １４７,３９７ 100.0  １４８,５９６ 100.0 
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貸借対照表（貸方）
( 単位：百万円 )

期　別　 当中間期 前年中間期 前　　期

平成15年9月30日 平成14年9月30日 平成15年3月31日

　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

流　動　負　債   ％   ％   ％

支 払 手 形  ２,８４５  ２,９８１  ３,０７７ 

買 掛 金  １３,３５８  １１,８６９  １３,５００ 

短 期 借 入 金  ２１,７６３  １９,６６４  １９,６６３ 

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー  ―  １,０００  ― 

社 債 (1 年 内 償 還 予 定 )  ９,０００  ―  ― 

未 払 費 用  ２,８７７  ２,２３５  ２,４８３ 

未 払 法 人 税 等  ８３０  ６７１  ２９０ 

未 払 消 費 税 等  １４８  ２４４  ４０３ 

預 り 金  ５,５７１  ４,２１３  ４,５９４ 

設 備 関 係 支 払 手 形  ３,９０６  １,３８０  ３,２４０ 

賞 与 引 当 金  １,６４６  １,６４６  １,６９５ 

そ の 他 の 流 動 負 債  １,８１１  １,７７３  １,９９３ 

流 動 負 債 合 計  ６３,７５９ 40.9  ４７,６８１ 32.4  ５０,９４２ 34.3 

固　定　負　債       

社 債  ―  ９,０００  ９,０００ 

転 換 社 債  ７,９９９  ７,９９９  ７,９９９ 

長 期 借 入 金  １６,２３８  １９,８０３  １９,８００ 

繰 延 税 金 負 債  ６,３４９  ３,８８０  ３,５９３ 

役 員 退 職 引 当 金  ５３０  ６００  ４７０ 

そ の 他 の 固 定 負 債  ３６  ５６  ５４ 

固 定 負 債 合 計  ３１,１５４ 20.0  ４１,３４０ 28.0  ４０,９１７ 27.5 

負　債　合　計  ９４,９１３ 60.9  ８９,０２１ 60.4  ９１,８６０ 61.8 

      

資　　本　　金  １５,９９４ 10.3  １５,９９４ 10.8  １５,９９４ 10.8 

資 本 剰 余 金  １３,３７４ 8.6  １３,３７２ 9.1  １３,３７２ 9.0 

資 本 準 備 金  １３,３７２  １３,３７２  １３,３７２ 

その他資本剰余金  １  ―  ０ 

利 益 剰 余 金  ２６,４５７ 17.0  ２６,８２５ 18.2  ２５,２６９ 17.0 

利 益 準 備 金  ３,１５６  ３,１５６  ３,１５６ 

任 意 積 立 金  １９,７４１  １９,８９９  １９,８９９ 

中間(当期)未処分利益  ３,５５９  ３,７６９  ２,２１３ 

(うち中間(当期)純利益) ( １,８２４) ( １,５００) ( １,６０３)

その他有価証券評価差額金  ６,６４４ 4.2  ３,４７１ 2.4  ２,７４６ 1.8 

自　己　株　式   △ １,５８６ △1.0   △ １,２８７ △0.9   △ ６４７ △0.4 

資　本　合　計  ６０,８８４ 39.1  ５８,３７６ 39.6  ５６,７３５ 38.2 

負債及び資本合計  １５５,７９８ 100.0  １４７,３９７ 100.0  １４８,５９６ 100.0 
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（２）比較損益計算書

期　別　 当　中　間　期 前 年 中 間 期 前　　　　　期

自 平成15年４月１日 自 平成14年４月１日 自 平成14年４月１日

至 平成15年９月30日 至 平成14年９月30日 至 平成15年３月31日

　科　目

 ％ ％ ％

経 常 損 益 の 部  

Ⅰ 営 業 損 益 の 部  

４３,５５２  100.0 ３９,６４８ 100.0 ８４,２９０ 100.0 

３３,１１２  76.0 ２９,７４３ 75.0 ６３,７７６ 75.7 

８,４０３  19.3 ８,２２０ 20.8 １６,４０４ 19.4 

２,０３７  4.7 １,６８４ 4.2 ４,１０８ 4.9 

Ⅱ 営 業 外 損 益 の 部  

１,３０９  3.0 １,２０８ 3.0 ２,３８２ 2.8 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ９０６  ７８１ １,４６３ 

不 動 産 収 入 ２４７  ３１６ ６２２ 

雑 収 入 １５４  １１１ ２９５ 

７９０  1.8 ８５２ 2.1 １,７１０ 2.0 

支 払 利 息 ３３０  ３２９ ６７６ 

雑 損 失 ４６０  ５２２ １,０３４ 

２,５５５  5.9 ２,０４０ 5.1 ４,７８０ 5.7 

特 別 損 益 の 部  

Ⅰ ２７４  0.6 ８５６ 2.2 ２,３３４ 2.7 

Ⅱ １６２  0.4 ７５３ 1.9 ４,９１２ 5.8 

２,６６８  6.1 ２,１４４ 5.4 ２,２０３ 2.6 

９６５  2.2 ７９２ 2.0 ５０５ 0.6 

　△ １２１  △ 0.3 　△ １４７  △ 0.4 ９４ 0.1 

１,８２４  4.2 １,５００ 3.8 １,６０３ 1.9 

１,７３５ ２,２６８ ２,２６８ 

― ― ６１２ 

― ― １,０４５ 

３,５５９ ３,７６９ ２,２１３ 

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

自 己 株 式 消 却 額

中 間 配 当 額

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．重要な会計方針

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの　　　　　　中間決算日の市場価額等に基づく時価法であります。（評価差額は全部資本直

　　　　　　　　　　　　　　入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

(３) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　  建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は定率法

②無形固定資産　  定額法

　　　　　　　　　なお、ソフトウェア（自社利用）は社内利用可能期間（５年）による定額法

(４) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しており

ます。

(５) 引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金　貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

　　　　　　　　　特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間期負担額を計上しております。

③退職給付引当金　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

　　　　　　　　　づく当中間期末発生見込額を計上しております。

　　　　　　　　　数理計算上の差異については、一定年数（10年）による定額法により翌期から費用処理す

　　　　　　　　　ることとしております。

④役員退職引当金　役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上してお

　　　　　　　　　ります。

　※④の引当金は 商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。

(６) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(７) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振

　当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている

　場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　　為替予約取引及び金利スワップ取引

　ヘッジ対象

　　為替予約　　　　外貨建営業取引

　　金利スワップ　　借入金の金利

(８) 消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

－ 4 －



注記事項

(当中間期) (前年中間期) (前　　期)

　１．有形固定資産の減価償却累計額 ７５,８４６百万円 ７４,０６０百万円 ７５,４１９百万円

　２．保証債務 ２,５１６百万円 ３,６１９百万円 ３,０９０百万円

　３．特別利益、特別損失の主な内訳

特別利益 固 定 資 産 売 却 益 ２６０百万円 １１２百万円 １６６百万円

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ―百万円 ３８４百万円 １,７３２百万円

営 業 権 譲 渡 益 ―百万円 ３５９百万円 ３４２百万円

特別損失 固 定 資 産 除 却 損 ３０百万円 ４２百万円 ８０百万円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ６８百万円 ５２５百万円 ４,２９９百万円

　４．リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引

工具器具備品等 工具器具備品等 工具器具備品等

(1) 取得価額相当額 １,１５６百万円 ７８７百万円 ６８０百万円

　　減価償却累計額相当額 ４６０百万円 ４０４百万円 ３７４百万円

　　期末残高相当額 ６９６百万円 ３８３百万円 ３０６百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　 １年内 ２４０百万円 １５３百万円 １３７百万円

　　　　　　　　 １年超 ４５６百万円 ２２９百万円 １６９百万円

　　　　　　　　  合計 ６９６百万円 ３８３百万円 ３０６百万円

(3) 支払リース料 １２８百万円 １０５百万円 １８９百万円

　　減価償却費相当額 １２８百万円 １０５百万円 １８９百万円

　　減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっております。

(4) 上記注記は、未経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

　　み法により算定しております。

　５．有価証券関係

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　子会社株式　貸借対照表計上額 ４００百万円 ４００百万円 ４００百万円

　　　　　　　時　　　　　　価 ２,７１４百万円 ２,３３３百万円 ２,０９８百万円

　　　　　　　差　　　　　　額 ２,３１４百万円 １,９３３百万円 １,６９８百万円
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（３）部門別売上高明細表
( 単位：百万円 )　

期　別　 対前年
当　中　間　期 前 年 中 間 期 中間期 前　　　期
自 平成15年４月１日 自 平成14年４月１日 増減率 自 平成14年４月１日
至 平成15年９月30日 至 平成14年９月30日 (△印は減) 至 平成15年３月31日

　部　門 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比
％ ％ ％ ％

油 化 事 業 部  　18,057   　 41.5   　17,930   　 45.2   　  0.7   　36,060   　 42.8  

化 成 事 業 部  　11,197   　 25.7   　 9,437   　 23.8   　 18.6  　20,073   　 23.8  

化 薬 事 業 本 部  　 6,051   　 13.9   　 4,814   　 12.2   　 25.7   　12,553   　 14.9  

食 品 事 業 部  　 6,413   　 14.7   　 6,039   　 15.2   　  6.2   　12,324   　 14.6  

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ事業部  　 1,091   　  2.5   　   895   　  2.3   　 21.8   　 2,108   　  2.5  

DDS 事 業 開 発 部  　   669   　  1.5   　   530   　  1.3   　 26.3   　 1,041   　  1.2  

電材事業開発部  　    71   　  0.2   　    ―   　   ―   　　 ―  　   127   　  0.2  

合 計  　43,552   　100.0   　39,648   　100.0   　  9.8   　84,290   　100.0  
( う ち 輸 出 高 ) (　 4,847 ) (　 11.1 ) (　 4,142 ) (　 10.4 ) (　 17.0 ) (　 8,738 ) (　 10.4 )
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